
金 額 金 額

千円 千円

241,757 134,458

159,535 17,093

33,233 14,982

3,553 2,995

4,631 10,371

40,803 17,042

9,669

62,303

283,519 277,004

274,404 43,628

車 両 300

建 物 51 232,776

構 築 物 777 300

工 具 器 具 備 品 321

リ ー ス 資 産 車 両 273,253

411,463

404

電 話 加 入 権 404

113,813

8,710 70,000

関 係 会 社 株 式 5,760 43,813

出 資 金 600 43,813

敷 金 1,881 (3,126)

そ の 他 の 投 資 等 468 113,813

525,276 525,276

（注）１.記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２.有形固定資産減価償却累計額　502,746千円

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

（内当期純利益）

純 資 産 の 部 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部　合計

株 主 資 本

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 金

負 債 の 部 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

リ ー ス 債 務

そ の 他 固 定 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

そ の 他 流 動 資 産 預 り 金

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 収 運 賃 未 払 消 費 税 等

未 収 金 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 未 払 費 用

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 未 払 金

貸 借 対 照 表
2019年2月28日　現在

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　1.　資産の評価基準及び評価方法

　　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯　蔵　品・・・・・・・先入先出し法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　2.　固定資産の減価償却の方法

　　　　法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 　

　　　　有形固定資産・・・・・・・定率法

　ただし、1998年4月1日以降取得した建物（建物附属設備は除く）ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属

　設備および構築物については、法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法によっております。

　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法の規定によっております。

　　　　無形固定資産・・・・・・・定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっており

　ます。

所有権移転外ファイナンス・リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

　3.　引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金・･･・・・・・・　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

　回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　賞与引当金・・・・・・ 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、過去の支給実績を勘案し、当事業年度の負担すべき支給見込額を

　計上しております。

　　　　退職給付引当金・・・・ 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、計上しております。

　　　　役員退職慰労引当金・・ 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　

　4.　リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年4月1日前に開始

　　　　するものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

　　　

　5.　消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっております。

関鉄観光バス株式会社

個 別 注 記 表

　　　（リース資産を除く）

　　　（リース資産を除く）

　　　　リース資産・・・・・・


